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研究成果の概要（和文）：農福連携は、人的資源の向上をはじめとする内的資源価値の増強を生み出し、企業努
力としての増産・販路拡大などの実現を可能とし、顧客への訴求力を高め、必然的に収益の拡大をもたらすこと
ができる。本研究は、ケーススタディーにより、福祉施設の利用者に対するコントロールの実践が、福祉施設の
理念の実現や事業収益の拡大と、利用者自身の目的達成を同時的に実現できることを明らかにした。これが顧客
のコントロールになっていること、行動コントロールが存在せず文化・成果・人事の3つのコントロールが補完
的に機能している事例が存在することを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The collaboration between Agriculture and Welfare (Nou-fuku-renkei) will 
produce an increase in internal resource value, including an improvement in human resources. As a 
result, it enables the realization of increased production and expansion of sales channels as a 
corporate endeavor, which can increase the appeal to customers and inevitably bring about an 
increase in earnings. Through case studies, this study has shown that the practice of control over 
the users of welfare facilities can simultaneously realize the philosophy of the welfare facilities 
and increase business revenues, as well as achieve the goals of the users themselves. The study 
revealed that this is the control of customers, and that there are cases in which behavioral control
 does not exist and the three controls of culture, result, and personnel function in a complementary
 manner.

研究分野：管理会計
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、実務における具体的なマネジメントの状況を分析しながら、農福連携を事業レベルで現実的に実現さ
せるための検証材料の提供を可能にすることができた。これが農業家・社会福祉・地域コミュニティの議論にお
ける、道標としての役割の一旦を担うことが期待される。貴重な実務での適用事例に基づく理論的検討という側
面から、研究の成果としてだけではなく、検討材料・批判材料としての検証素材の提供としても役立つと考えら
れる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 農福連携は、福祉団体から農業法人への単純な労働力提供であると誤解されがちであるが、実
際は農業法人と福祉団体の両者による共同体構想に基づくマネジメント・システムとして機能
する。このシステムは、人的資源の向上をはじめとする内的資源価値の増強を生み出し、企業努
力としての増産・販路拡大などの実現を可能にする。これにより、顧客への訴求力を高め、必然
的に収益の拡大をもたらす。これらの機能的な側面については研究として整理されておらず、先
行研究の対象としても数が少ないという背景が存在した。農福連携は、管理会計学の視点から、
組織目標を達成するためのマネジメント・コントロール・システムがどのように構築・整備され
ているのかについて議論されておらず、その理論化も試みられていない状況だった。 
 
２．研究の目的 
 農業法人と福祉団体の共同体構想による「農福連携」の内実は、分業化による共同体構想であ
り、両者が WIN-WIN のビジネスとして機能している。このシステムが、現代の農業家が直面
している課題を解決し、農作物の品質工場・収益増強・社会的貢献を同時達成することは可能だ
ろうか。この視座のもと、組織目標を達成するためのマネジメント・コントロール・システムが
どのように構築・整備されているのか、さらに「共同体の構築段階における試行錯誤」から「収
穫量の安定・増強による収益力強化」に至る変化が当該システムに及ぼす影響は何かを解明する
ことで、事業としての実態と現実的効果を明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、研究期間全体に渡り、ケーススタディーを実施した。その中で、農福連携の現場に
関与するスタッフに対し、半構造化インタビューを実施した。調査により収集したデータを分析
することにより、関係者間の影響関係や利害関係をビジネスシステムの中で個別具体的に把握
するように努めた。この際に、特に農場など現場のマネジメントに着目し、農福連携の組織に属
する人の行動を個別の対象に基づき、いかにしてコントロールするのかを明らかにするために、
Merchant and Van der Stede によるマネジメント・コントロール・システムの 4類型(成果コン
トロール・行動コントロール・人事コントロール・文化コントロール)にケースを適用させた。 
 研究計画当初の想定では、現地での対面インタビューを主体とすることを計画していた。しか
し、本研究は、研究期間中に新型コロナウイルス感染症の流行による影響を受けた。これにより、
ケースサイトから提供のあった内部資料情報や、広報刊行物等を通じた分析・検討を加え、内部
でマネジメント・コントロール・システムがどのように構築・共有されているかに重点を置き、
別途研究計画時には想定していなかった Web 会議システムによるヒアリングを実施するなど、
可能な限りの都度工夫を重ねた。また、この感染症の影響による特例措置として認可をいただい
た、研究最終年度の延長申請も行った。 
 
４．研究成果 
 2019 年度（研究初年度）は、農福連携の目標を達成するためのマネジメントが、実際の現場
でどのように構築・整備され、機能しているのかについて、ケーススタディーに基づき検討を行
った。この中で、農福連携が人的資源の向上などの増強を生み出しながら、企業努力としての増
産・販路拡大などの実現を可能にしていることを、実際のケースに即して論じた。農産物の品質
向上の実現が起こり、顧客への訴求力を高め、結果として売上の拡大に結びつけるシステムとし
て実際に機能している側面を、実務事例の存在とともに、研究成果の中で明らかにした。 
 2020 年度（研究 2 年度）は、福祉施設の利用者に対するコントロールの実践が、福祉施設の
理念の実現や事業収益の拡大と、利用者自身の目的達成を同時的に達成するプロセスについて
を主眼に、ケーススタディーを行った。プロセスそのものが顧客のコントロールになっているこ
とや、各種コントロール要因の欠測や補完的な機能をしている側面など、非常に特徴的な要因を
発見することができた。 
 2021 年度（研究 3 年度）は、前年度の成果を基に研究を深めた。福祉施設の利用者は、対象
法人での作業を選択する立場にあり、この意味において顧客としての立場にある。しかし、調査
事例においては、顧客(利用者)をコントロールする上での困難が発生していなかった。この理由
は、主に文化コントロールが効果的に機能することで、施設職員と利用者の区別なく「みんなで
一緒に足を使って農業をやろう」という概念が浸透し、利用者が福祉施設そのものや、自分の作
業に対して愛着を持ち、誇りを感じることで、利用者が顧客としての意識ではなく、「仲間」と
しての意識を持つからである。この概念は、法人の設立目的や理念に込められた、障がい者の社
会復帰や自己実現を導くためのものであり、同法人の実務実践とその仕組みであるマネジメン
ト・コントロール・システムに整合的に反映されていた。利用者の体験により醸成される組織へ
の愛着と誇りは、彼らの仲間意識だけでなく、農作業といった実際の業務にも現れ、これが農作
物の質を高めたり、増収増益を実現させる大きな要因になっていた。仲間に貢献できているとい
う実感を、利用者は日々の農作業の体験とその達成感で得ており、さらなる成長が促される仕組
みが構築されていることになる。この実現のために、丁寧な成果コントロールと人事コントロー
ルの実践が行われていたことを、ケーススタディーの分析から示すことができた。さらに、調査



事例では文化・成果・人事の 3つのコントロールが補完的に機能していることも指摘した。加え
て、本研究の調査事例から、行動コントロールが人事コントロールに代替されるため存在しない
状況で、利用者のコントロールが成功しているという非常に希少な事例が実在することを研究
成果の中で示した。 
 2022 年度（研究 4 年度）は、年度中の国際学会報告におけるフィードバックとしてのコメン
トとサジェスチョンに端を発し、従来よりも広い視点による新たな研究展開が生じた。これまで
農福連携の現場に集約させていた関係者に関する視点を改め、その視点をより広い範囲に拡大
させた形での分析と検討を行うこととし、主に 22 年度はそのための準備に費やした。また、研
究のフレームワークについても別途検討を重ねた。 
 2023 年度（研究 5 年度）は、研究の視点を、農福連携の現場における「農」と「福」の 2 者
間の関係性にクローズアップさせるだけでなく、より広い範囲に拡大させた。ケースサイトに関
連する市役所・県庁や、地方農政局におけるインタビュー調査を追加するとともに、資料調査の
対象を研究会計画調書で想定していたものから大きく拡大させ、ケースサイトに関連する地域
新聞やローカル誌などの地域刊行物も含めた。これらの ブラッシュアップを含めた内容につい
て、2023 European Accounting Association 45th Annual Congress、British Accounting & 
Finance Association Management Accounting Research Group Conference 2023、The QMUL 
Accounting and Accountability Research Group Seminar で全て研究代表者・報告者として研
究報告を行い、多くのコメントを得てブラッシュアップを重ねた。本研究課題は 23 年度で終了
になるが、本研究課題を基課題とする JSPS 科研費・国際共同研究加速基金(国際共同研究強化
(A))20KK0294 が 24 年度も継続中である。したがって、上記については 20KK0294 に引き継ぐ。 
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